別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名:県産農産物販売力強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消担当　電話番号：058-272-1111（内2856）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,693千円（前年度予算額：5,302千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県産農産物等の販路拡大、ブランド構築のため、県内外での販促活動、マッチング商談会を通じて、県産農産物等のイメージアップ、知名度向上を図る。
（１）地産地消フェアの開催
県内の朝市・直売所のアンテナショップとしての機能を強化し、県産農産物等の消費拡大と県内誘客の促進を図るため、ＰＲ効果と集客が見込める金山総合駅において「飛騨美濃ふれっしゅ直行便」を開催。
（２）北陸圏における農産物販売・ＰＲ
　　　東海北陸自動車道全線開通により交流が拡大している北陸圏での県産農産物の販売ＰＲを推進。

（３）業務用需要拡大のための商談会等の開催

ア　外食産業など業務用需要に向けた産地見学および商談会を開催し、直接取引など
多様な流通・販売ルートを志向する農業生産側（農業者、産地）とのマッチング
を図り、県産農産物のＰＲと販売促進を行う。
（産地見学＆商談会：２回）
イ　外食・中食産業や食品加工業者との繋がりをもつ十六銀行、大垣共立銀行等や、県
産農林水産物の販路開拓を目指す隣接県等に呼びかけて、大消費地である名古屋圏
において商談会を開催し、県産農産物の業務需要向け売り込みを図る。
（商談会：２回）
（４）加工・販売促進のための研修会の開催
    　県産農産物の付加価値化を促進に向けて、農業者の意識付けを行う農業６次産業
化研修会を開催する。
（５）６次産業化実践アドバイザーの派遣

　　　　　　県産農産物を活用した商品開発を行う農業者に対して農産加工や販売促進等に関
する支援を行うためアドバイザーを派遣する。
	２　所要経費


（１）地産地消フェアの開催　　　　　　　　　1,686千円
（２）北陸圏における農産物販売・ＰＲ　　　　　330千円
（３）業務用需要拡大のための商談会等の開催　1,900千円

（４）加工・販売促進のための研修会の開催　　　100千円

（５）６次産業化実践アドバイザーの派遣　　　　677千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
・県産農産物を国内外に売り出す

・農商工連携を強化し、新たな農畜産物加工品の開発を支援する

・農畜産物の地産地消を拡大する
	２　これまでの取組状況


（１）平成13年から金山総合駅（名古屋市）において、県内の生産者や朝市・直売所等

関係者が対面販売を行う「飛騨美濃ふれっしゅ直行便」を開催し、県産農産物及びそれらを主原料とした加工食品を大都市の消費者等に広くＰＲしてきた。

（２）東海北陸自動車道の全線開通を契機に平成20年度から越中とやま食の王国フェス

タに出展し、北陸圏において飛騨牛、富有柿、栗などの県産農産物をＰＲしてきた。
（３）平成20年度からから外食産業など業務需要拡大に向けた現地見学会、マッチング

商談会を開催し、外食・中食産業と生産者の出会いの場を提供してきた。
（４）平成22年から直売所の業務需要拡大を図るため、販路拡大に意欲のある直売所を

対象に地域の飲食業者、ホテル、旅館等との意見交換を実施した。

（５）平成23年度から６次産業化実践アドバイザー23名を設置し、県内の農林漁業者等に対して6次産業化を推進する上でのアドバイスを開始した。

	３　これまでの取組に対する評価


（１）「飛騨美濃ふれっしゅ直行便」において、出展団体等による積極的な販売促進活
動を実施し、県産農産物等のＰＲを行ってきたが、一層の消費拡大等を推進するた
め、朝市・直売所のアンテナショップとしての機能を強化して実施する。
（２）「越中とやま食の王国フェスタ」において「富有柿」、「栗」、「飛騨牛」を販売してきたが、今後はこれらの農産物を活用した加工品も積極的にＰＲ・販売し北陸圏での知名度アップを図る。
（３）業務需要拡大に向けた現地見学会、マッチング商談会ではその後取引に結びつく
案件も出てきたが、今後は対象となる業界を更に拡大し、県産農産物の常務需要向

け売り込みを強化する。
（４）平成22年度に初めて直売所と事業者（飲食店、ホテル、旅館等）が同じテーブル

で意見交換する機会を作り、事業者側の意見を聞くことができた。今後はその取組

を他地域へも拡大することで県下全域での取組を支援する。

	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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